
70 知的資産創造／2011年9月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

製造業のグローバル化促進に向けた
開発機能の業務改革

C O N T E N T S
Ⅰ　「開発機能」とは開発・設計、試作・評価の領域
Ⅱ　設計・開発業務を取り巻く事業環境
Ⅲ　グローバル化に向けた開発機能・製品開発業務
の課題と阻害要因

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 製造業を取り巻くグローバル化の波は、今や企業内の機能単位（開発・生産・
販売）で検討する時代を迎えている。なかでも開発機能は従来からグローバル
化への対応が遅れており、海外事業が急速に増大する現在の潮流のなかで、他
機能とのグローバル化のギャップはますます拡大している。

2	 開発機能のグローバル化で先行する企業によれば、グローバル化の課題は人材
の確保や開発工程の管理であるといわれている。ただしこれらの課題の本質
は、①開発機能の一つである設計業務が暗黙知化しやすく業務改革を阻害する
可能性が高いこと、②開発期間が短縮され設計部門が従来以上に多忙となり暗
黙知の領域が広がっていること──が挙げられる。自動車メーカーを除き多く
の日本企業は、設計部門の暗黙知が引き起こす課題を解決できていない。

3	 業務起点で設計部門を改革する場合、部門をまたいだ業務の縦（垂直方向）連
携の効率化と、設計部門内での横（水平方向）連携の効率化がある。垂直方向
の連携は３次元CADなどの導入・活用で成果を上げているが、水平方向の連
携は個人の能力への依存度が強く業務改革は進んではいない。

4	 設計機能のグローバル化を推進する企業は水平方向の連携を強化し、業務の可
視化、開発工程の標準化、予算との整合、リソースの適正配分を通じ、工程管
理を高度化する必要がある。この取り組みは製品開発業務におけるリスクを定
量化できるため、リーダー人材の育成やグローバル化の促進に大きく貢献する。

Ⅳ　業務改革で捉えた製品開発工程
Ⅴ　製品開発工程に残された課題

中川宏之 中澤  崇 百武敬洋
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Ⅰ	「開発機能」とは開発・設計、
 試作・評価の領域

本稿でいう「開発機能」とは、「加工組立
系製造業の製品開発工程における業務プロセ
スの中間に位置する開発・設計、試作・評価
の領域」を指している（図１）。組織でいえば
設計部門が担う業務、職種では設計者（エン
ジニア）が従事する業務で、基礎研究を行う
研究者（サイエンティスト）の業務ではない。
IT（情報技術）ベンダーでいえば、PDM

（Product Data Management：製品データ管
理）やPLM（Product Lifecycle Manage-
ment：製品ライフサイクル管理）と呼ばれ
るツールのユーザーとなる部門・業務であ
る。

図２のアミ掛け部分が、製品開発工程にお
ける開発機能の業務領域である。開発機能
は、新製品の構想段階から量産準備段階にま
で広くかつ太く関与することから、製品開発
工程全体における役割は重要で、関連する業
務も多い。そのため、開発機能における業務

（以下、製品開発業務）の改善は、製品開発
工程全体の効率化に直結する。

一方で、製品開発業務の可視化や標準化

は、開発機能のグローバル化や海外開発拠点
の設置に不可欠な業務改革である。しかも、
この製品開発業務の可視化や標準化によって
必要なリソース（経営資源）が明確になるた
め、開発機能の投資計画や配置計画の精度が
大きく向上し、経営効率の向上にもつながる。

本稿では、製造業のグローバル化に際して
製品開発業務の置かれている現状・課題と、
課題解決に向けた改革について論じる。

Ⅱ 設計・開発業務を取り巻く
 事業環境

1	 機能単位でのグローバル化の加速
これまで、多くの日本の製造業が海外へ事

図1　開発機能の領域
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業展開を進めてきた。海外事業比率の伸び
は、2008年のリーマン・ショックに端を発す
世界同時不況で一時鈍化したが、2010年度に
は再び増加傾向に転じており、さらに東日本
大震災による国内市場の急速な縮小や円高が
この傾向を加速させる可能性は高い。

こうした環境変化に伴う海外事業拡大のな
か、収益を最大化するために開発・生産・販
売の各機能に求められる役割は大きく変化し
ようとしている。

（1）  日本の製造業のグローバル化の歴史と 
 各機能の最適配置

企業の機能を単純に開発、生産、販売に分
けて日本の製造業のこれまでの歴史を振り返
ると、各々の機能のグローバル配置パターン
は以下の３つの時代（フェーズ）に区分でき
る。

①輸出ドライブ（加速）の時代
1970年代から80年代半ばまで、日本の製造

業は主に、欧米市場への「輸出」という形で
グローバルにおけるプレゼンス（存在感）を
高めてきた。この時代は、国内市場向けに培
った現場オペレーション（運営）の絶対的な
優位性とその結果生み出される高品質の製品
を武器に、日本製品を欧米諸国に向けて販
売・浸透させていった。つまり、この時代に
は国内で開発・生産した高品質な製品を、海
外市場に販売するという「輸出型」（図３
①）であったため、海外展開は販売機能が先
行した。

②生産拠点の海外シフトの時代
次に1980年代半ばから90年代にかけては、

生産拠点の海外展開が進んだ。この動きの主
な目的は、中国やASEAN（東南アジア諸国
連合）の「安価な労働資源の活用」によるコ
スト競争力の維持と、1985年のプラザ合意以
降に進んだ急激な円高への対応であった。ま
た、貿易摩擦や輸送コスト削減のための消費
地生産、いわゆる「生産の現地化」という側
面もあった。つまりこの時代は、国内で開発
した製品を海外で生産して日本で販売する

「海外生産型」（図３②）や、国内で開発した
製品を海外で生産・販売する「海外生産・販
売型」（図３③）が浸透し、販売機能に追随
して生産機能の海外展開が進んだ。

その後2000年代に入っても、販売・生産機
能のこうした海外展開は加速した。BRICs

（ブラジル、ロシア、インド、中国）という
言葉が生まれ、中国をはじめとする新興国
が、工場としてではなく市場として急成長を
始めたのもこの時期である。ただし日本の製
造業は新興国向けに独自の製品を開発・投入
するのではなく、先進国向け製品の廉価モデ
ルや、いわゆる「型落ち」を投入し、相手国
のGDP（国内総生産）などの増加により国
民所得が上昇して高品質の「日本製品」の購
買力が整うのを待つ戦略が主流であった。

③グローバルネットワーク進化の時代
そして2010年代に入った今、日本の製造業

のグローバル化は新たな局面を迎えている。
それは先進諸国での市場拡大はもはや望むべ
く も な く、 グ ロ ー バ ル で の 成 長 市 場 は
BRICs、あるいはポストBRICsといった新興
国にシフトしつつあるということである。特
に、ボリュームゾーンである新興国の中間所
得層をいかに獲得するかが、グローバル競争
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における企業の生き残りの鍵となっている。
そのためには現地生産・現地販売の現地モデ
ルを、タイムリーにかつ低価格で供給するた
めに、開発機能を含めた海外展開、つまり

「海外開発・生産・販売型」（図３④）や「グ
ローバル開発・生産・販売型」（図３⑤）へ
の急速なシフトが求められている

（2） グローバル化が開発・生産・販売の
 各機能に今、求めること

新興国のボリュームゾーンをはじめ多様な
ユーザーニーズをくみ取りつつ、市場ニーズ
に適した製品を供給するために日本の製造業
に求められる開発・生産・販売の各機能は、
1970〜80年代の先進諸国向けの時代のものと
は変化してきている。

先行していた販売機能には、裾野が拡大す
る市場に製品を幅広く供給していくための新
たな販売ネットワークの構築、および販売チ
ャネルが複雑化するなかでのマネジメント力
の強化が求められている。「良い製品であれ

ば売れる」と考えがちな従来のマネジメント
スタイルと決別し、販売代理店の活用や海外
統括拠点の強化などを進めることが新たなマ
ネジメントとして求められている。

一方、生産機能には、グローバルに分散し
た販売拠点に製品を供給するために、コスト
と納期のトータルバランスを考慮した「最適
地調達・最適地生産」が求められる。各市場
の需要に対し、どこで生産し供給していくか
をグローバルレベルで最適化することが必要
になってくる。

そして開発機能としては、①新興国も視野
に入れた多様な市場ニーズの把握とそのニー
ズに対する製品投入、②グローバル化に伴う
製品ライフサイクルの短縮化・低価格化要求
に応えるための開発段階からのコストのつく
り込みと現地サプライヤー（供給者）との協
業──といった対応が求められる。従来のよ
うな先進国向け製品の廉価モデルではなく、
各市場専用モデルを開発しなければ、もはや
現地消費者の要求を満たすことはできなくな

図3　日本の製造業のグローバル化の歴史と各機能の最適配置
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っている。
このように現在の日本の製造業には、開

発・生産・販売の各機能に対するグローバル
単位での臨機応変なオペレーションが求めら
れている。野村総合研究所（NRI）が2010年
６月に実施した「製造業のグローバルオペレ
ーションに関するアンケート調査」（以下、

「NRIアンケート調査」）によると、日本の多
くの製造業が、国内を「特別扱い」しないグ
ローバル最適機能配置を目指していることが
明らかとなっている。回答が得られた137社
のうち、「現状（現在）」は65%が販売あるい
は生産機能までの海外展開（図４①〜③）に
とどまっているのに対し、75.9%の企業が

「将来的（目指す姿）」には開発機能まで含め
た海外展開（図４④⑤）を目指しているとい
う結果が得られている。

2	 進まない開発機能のグローバル化
「NRIアンケート調査」によると、各企業が

描くグローバル化のトレンド（傾向）を売上
高の国内海外比率で捉えると、販売機能の場
合、2015年までには国内と海外が逆転すると
考えられている。また、生産機能のグローバ
ル化の指標である生産量の国内海外比率も、
2020年には逆転すると見ている企業が多い

（図５）。生産機能は販売機能に若干遅れる形
で追随すると考えられている。

前述のように、販売機能と生産機能は従来
海外展開が進んでおり、将来の見通しにおい
ても、両者の間には大きなギャップは生じて
いない。ただし、「NRIアンケート調査」は
2010年６月時点のものであり、この後の急激
な円高、および11年３月11日の東日本大震災
の発生で、海外比率が高まる傾向はさらに強
まっていると考えられる。

一方、開発機能は、前述のように海外展開
の必要性が認識されているにもかかわらず、
その実現への道筋を見出せている企業はきわ
めて少ないのが実状である。

図4　グローバルネットワークにおける開発・生産・販売の機能配置
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出所）野村総合研究所「製造業のグローバルオペレーションに関するアンケート調査」2010年6月
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「NRIアンケート調査」によると、開発機能
のグローバル化の指標である「開発製品数」
および「開発担当者（人数）」は、2025年に
なっても国内海外比率は平均で３割弱にとど
まると見られる（図６）。

販売機能・生産機能のグローバル展開に比
べて開発機能のグローバル展開は、現状ばか

りか将来にわたっても著しく遅れる可能性が
高く、開発機能の現地化まで含めたグローバ
ル最適機能配置という「あるべき姿」を実現
するには、こうした現状を打開しなければな
らない。そのためには、開発機能の海外展開
を阻んでいる要因、およびそれ以前にある開
発業務上の課題を明確にし、各課題に適切な

図5　生産・販売機能の国内海外比率
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対策を講じることが求められる。

Ⅲ グローバル化に向けた開発機能・
 製品開発業務の課題と阻害要因

1	 先行企業が示す課題
グローバル化における各社の開発機能の現

状の課題を、現時点でのグローバル配置パタ
ーン別に整理すると、グローバル化が先行し
ている企業ほど、開発機能の現地化により開
発工程管理や人材確保の課題が顕在化してい
ることがわかっている。前述のとおり、日本
の製造業では開発機能のグローバル化がまだ

進んでいない現状を考えると、多くの企業で
はまだ顕在化していないものの、将来確実に
直面する課題であること、そしてすでに直面
している企業では、日本から海外へ開発機能
を移転した場合、開発工程管理やそれを支え
る人材確保が課題になるということがうかが
える（図７）。

また、「NRIアンケート調査」によれば、
開発機能のグローバル化への取り組みは、回
答企業のうち40〜50%で戦略と実行計画が策
定されているにすぎない。グローバル化に向
けた組織づくりや業務の再構築、情報システ
ムの整備などに着手しているのは20〜30％で

図7　開発機能のグローバル化における課題（複数回答）

輸出の加速 グローバルネットワークの進化

注）各年のサンプル数（Ｎ）は、対象137件のうち回答が得られた件数
出所）野村総合研究所「製造業のグローバルオペレーションに関するアンケート調査」2010年6月
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あり、絵に描いた餅にならないよう具体策が
必要な段階に入っている（図８）。

2	 開発機能のグローバル化の
	 阻害要因

（1） 設計部門が「匠の集団」で
 あるがゆえの弊害

設計部門は知識の専門性が要求されるため
に業務が聖域化しやすく、企業内のガバナン
ス（統治）や業務改革が利きにくい組織にな
りやすい。そのため、多くの企業の設計部門
では、個を軸とする「匠の集団」が維持され
てきた。その結果、開発業務に伴うナレッジ
の共有が進まず、製品開発工程の手法・ルー
ルも個人やチームによってばらばらになりや
すく、リスク管理も経験と勘による直感に頼
りがちで、製品開発工程内に暗黙知が残され
たままの状況が続きやすい。

専門家組織は新たなイノベーション（技術
革新）を生み出す源泉となるために利点が大
きい一方で、グローバル化に向けた対応への
改革には、暗黙知が多いことで業務の全体像

の把握も切り分けもできずに、海外展開の具
体策を描くことができない。なぜならば、開
発機能のグローバル展開には国内で行う領域
と現地に任せる領域とを切り分けなければな
らないが、業務プロセスが個に依存した形態
であると、そもそも両者を区分けできないか
らである。

自動車メーカーは、企業規模も大きく製品
が限定されているため設計部門の改革による
メリットを享受しやすい。そこで2000年ごろ
から暗黙知のデメリットを改善する改革に着
手してきた。しかし、事業部ごとに全く異な
る製品を手掛ける製造業や国内市場が主体で
あった製造業では、この暗黙知のデメリット
は経営課題として注目されてこなかった。

　

（2） 業務量の増加と保有リソースの
 ギャップが生み出す負のサイクル

グローバル化した製品開発業務において
は、新興国の多様な市場ニーズに対応するた
めに開発案件数自体が増加し、そのうえに製
品の多仕様化による設計情報の増加や全世界

図8　開発機能のグローバル化への取り組み状況
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●　現地採用強化
●　教育
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同時立ち上げに向けた生産準備情報の増加な
ど、量産開始に至るまでの情報量は肥大化し
続けている。一方、製造拠点が多極化するこ
とで製品開発工程そのものも調整や連絡業務
が複雑化し、開発期間の短縮やコストの前工
程でのつくり込みの実行によるコンカレント

（同時進行）化によって工程の複雑化も起き
ている（図９）。

また、開発機能では、もともと「匠」の暗
黙知は形式知化しにくく、しかも処理すべき
業務量(情報量×複雑性)も増大している。

さらに言葉の壁から、設計部門への外国人
人材の採用には課題が多く、結果、国内人材
中心の構成となっている。そのため、団塊世
代の大量退職による技術・技能の途絶という

「2007年問題」が象徴するように、企業にと
って開発人材は従来からも不足しつつあっ
た。限られた人材・人数で増加する業務への
対応が求められることから、設計部門は非常
に多忙となっている。

加えて、製品の多機能化に伴い、必要な知
識が機械・電機・ソフトウェアの領域へと広
がるなかで、全体を俯瞰できる有能な開発者

やプロジェクトマネージャーの条件は従前よ
りも厳しくなっており、結果として、これら
の条件を満たす優秀な人材ほど業務が集中
し、開発工程における「ボトルネック」は優
秀な人材から生じてしまっていると考えられ
る。

処理業務の増加には、３次元CAD（コン
ピュータによる設計支援）などのIT（情報
技術）ツールにより効率化に対応できた点も
あるが、後述するように、CAD導入による
コンカレントエンジニアリングは、設計者が
他部門と調整業務をこなさなければならず、
それが設計者により多くの業務を強いること
になっている。

海外仕様の製品開発ニーズが高まっている
にもかかわらず、国内に開発機能を持つ製造
業の場合、現地仕様への対応は、このように
依然として国内の開発拠点が担っている。

設計部門はこのように肥大化する業務に忙
殺されているにもかかわらず、業務プロセス
は従来にも増して個が主体とならざるをえ
ず、そのため業務改革とグローバル展開をさ
らに困難にする負のサイクルに入り込んでし

図9　製品開発工程における業務量の増加とその背景
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程の検証がコンカレントにできるようになっ
てきている。

（2） 組織間連携の２つの方向

開発期間の短縮と生産性の向上には、設計
部門を軸に組織間を連携させるのが有効で、
それには２つの連携がある。設計部門が前工
程のマーケティング部門や後工程の量産部門
など他部門との連携を重視する「垂直方向の
連携」と、設計部門内での機能別下部組織注2

の横連携を重視する「水平方向の連携」であ
る（図10）。

垂直方向の連携は３次元CADの普及で実
現が可能となった。そのため３次元CADを
活用した連携には垂直方向の事例が多く、逆
に水平方向の連携に３次元CADの活用は少
ない。水平方向の連携は同一部門内であり、
２次元CADを活用していた時代から連携が
模索・実行されてきたためである。

2	 部門・拠点横断（垂直方向）の
	 業務改革

（1） ITツールの功罪

３次元CADの導入によって、製品開発工
程における垂直方向の連携は大きな広がりを

まっている。

Ⅳ 業務改革で捉えた製品開発工程

グローバル化を阻害する製品開発工程の課
題を解決するには、肥大化した設計業務に対
し効果の高い業務改革を実行する必要があ
る。本章では、製品開発工程を業務の視点で
捉え、効果が期待できる領域と改革の進め方
を論じる。

1	 垂直方向の連携と水平方向の連携
（1） 製品開発工程における課題

漠然としたコンセプトを実体へと昇華させ
る製品開発工程は、多様な分野の専門家によ
る共同作業で成り立っている。その過程で
は、知識の集散と仮説・検証が繰り返される
ため工程の手戻りは避けられない。一方で、
経済のグローバル化は市場変化のスピードを
速め、製品も、画一的なものから市場別にカ
スタマイズされたものへと細分化され、その
ため製品開発工程は2000年代から、開発期間
の短縮と生産性向上の双方が求められるよう
になってきている。

開発期間の短縮には、３次元化された設計
情報を基に関係者間で情報共有基盤を構築
し、コンカレントエンジニアリングにより試
作や評価などの後工程のタイミングを前倒し
し、これによって不具合を早期に洗い出すこ
とで工程の手戻りの発生を未然に防ぐ手法が
有効である。

現在の日本で３次元CADは飽和状態に達
するほど普及しているといわれ注1、コンピ
ュータ画面内の「モデル」から、製品イメー
ジの確認や機能のシミュレーション、量産工

図10　製品開発工程における垂直・水平方向の連携
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見せた。ITの発展とともに、３次元CADの
情報で包含できる範囲が表面から内部まで拡
大できるようになったからである。つまり、
図面が２次元から３次元に変わることで、線
から面へ、面から立体へとコンテンツが発展
し、作業をコンカレントに実行できる関係者
が増えたのである。

コンカレントエンジニアリングにおける関
係者の増加には、開発期間短縮などのメリッ
トが期待できる。しかしながら設計者から見
れば、関係者の増加は調整業務に時間を奪わ
れることを意味し、その結果、設計業務に注
力できる時間は減少する。そのため、製品開
発工程全体の期間短縮は進んだとしても、開
発機能の視点で見れば工数の増大を招く。実
際に工数が増えた例が53.7%に上るという調
査事例もある注3。

また、設計情報のデジタル化は遠隔地との
やり取りも可能とし、自社の海外拠点や他社
とのやり取りも技術的にはできるようになっ
た。しかし、大手自動車部品メーカーA社の
場合、国内と海外との図面のやり取りは、設
計変更こそ電子メールへの添付で連絡してい
るものの、確定情報は郵送による「紙」が主
であり設計情報のデジタル化による利点を完
全に享受できておらず、業務は抜本的には変
わらず、部分的なツール活用の状態にとどま
っている。

（2） ツール導入とともに考慮すべき 
 ポイント

製品開発業務を業務改革という視点から捉
えた場合の要諦は、まず２次元CADから３
次元CADへの移行により、効率化を阻害す
る可能性がある業務をあぶり出すことであ

る。たとえば、２次元CADの時代の設計段
階で曖昧でもかまわなかった意匠設計など
は、３次元CADの時代になると、コンカレ
ントエンジニアリングの浸透によって開発の
初期段階から後工程を意識し、形状表現や部
品基準までも考慮した設計が求められる。ま
た、部品を設計する順序そのものが後工程に
伝達される情報の順序となるため、設計者が
自分本位に設計を始めてしまうと後工程で混
乱を招き、コンカレントエンジニアリングの
効果を最大限に活かせない。そのため、後工
程のしやすい設計手順への見直しも必要とな
る。

このように、３次元CADの導入は垂直方
向の連携に効果を上げてきたが、実は水平方
向の連携への業務改革にはより大きな課題が
残されている。

3	 設計部門内（水平方向）の
	 業務改革

（1） 設計部門の現状

前述のように、コンカレントエンジニアリ
ングが普及するほど他部門との調整業務が増
加するため、設計部門内の業務は個人のやり
方が強まりやすい。また、設計図面はコンピ
ュータ内にあり他者が見る機会が少なく、相
互にアイデアを出し合うようなコミュニケー
ションの機会も、手で図面を引いていた時代
に比べて少なくなっている。

さらに、多品種の同時開発が進むほど、一
人の設計者が複数の製品を同時に開発する可
能性も高まるため、他の設計者とのやり取り
は希薄化・形骸化し、開発当初に予想できな
かった課題が発生した際に迅速に対処できな
い、あるいは課題に気づかずに品質問題に発
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展する可能性がある。
このようなことから開発機能のグローバル

化への対応はますます困難になり、今、着手
すべき改革にも全く取り組めなくなってしま
う。

（2）組織改革による対応

「タコツボ化」したこうした状況の打開策の
一つとして、マトリクス組織となるクロスフ
ァンクショナルチーム（プロジェクトごとに

必要な人材が集まったチーム）の結成は有効
である。機能別に陥りやすい開発組織を、プ
ロジェクト別に結成し直すことで、組織間・
個人間の壁を取り除くことが可能となるから
である（図11）。

しかしながら、クロスファンクショナルチ
ームはメンバーを専属としないかぎり、多く
の場合、プロジェクトのリーダーとメンバー
とでは業務上の優先順位が異なることにな
る。リーダーにとって担当プロジェクトは最

図11　製品開発工程における組織構造の4パターン

注）PM：プロジェクトマネージャー
出所）藤本隆宏、キム・B・クラーク著、田村明比古訳『実証検証製品開発力──日米欧自動車メーカー 20社の詳細調査』（ダイヤモンド社、1993年）などよ

り作成
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優先であるが、メンバーにとっては必ずしも
そうとはかぎらないからである。また、メン
バーにとってプロジェクトリーダーはプロジ
ェクト期間に限った指揮系統にすぎず、永続
的な評価者は所属組織の上長である。そのた
め、リーダーの指示どおりに業務が遂行され
る保証はない。

クロスファンクショナルチームによるこの
ような弊害の解決策は、組織をさらにプロジ
ェクト別に再編する方法や、リーダーに強力
な権限を集約させた「重量型PM（プロジェ
クトマネージャー）」の設置が有効な手段で
ある（前ページの図11）。

一方で、メンバーをプロジェクト主体にシ
フトさせた場合にも弊害がある。業務負荷の
平準化が図りにくく余剰リソースが発生しや
すいことや、各機能組織であれば効率的なプ
ロジェクト横断でのノウハウの展開が、この
場合は阻害されることなどが挙げられる。

（3） 業務改革による対応

日本の製造業では注目されていないが、こ
のタコツボ化現象は業務改革によっても回避
することができ、今必要とされている開発機
能のグローバル化にも大きく貢献できる。韓
国の大手エレクトロニクスメーカーＢ社は、
すでにグローバル単位で製品開発業務の業務
改革を遂行しており、開発拠点を問わずどこ
ででも開発に着手でき、他拠点・他部門とも
スムーズに連携できる体制を整えている。こ
れにより、多様化する製品の開発・生産・販
売各機能で、製品開発業務が著しいボトルネ
ックとなる事態を回避している。この領域の
業務改革の進め方については、以下、ステッ
プに分けて詳述する。

4	 設計部門内（水平方向）の
	 業務改革の進め方

（1） 現場の情報共有のための週次日程の 
 見える化

まず着手すべき業務改革は、開発組織横断
で進むプロジェクトを誰もが俯瞰でき、その
優先順位や進捗状況を組織として見える化で
きる仕組みをつくることである。

多くの日本の製造業では、タコツボ化され
た状態に加えて、開発プロジェクトのプロジ
ェクトリーダーとラインマネージャーの間で
のリソース管理のせめぎ合いが、現場の混乱
と開発スケジュールの遅延をもたらしてい
る。企業の方針との一貫性を保つためにも、

①製品開発を阻害する要因を明らかにする
②その要因が引き起こす課題を是正するた

めに仕組み（アラートを整備し、課題が
生じた際の解決手順を整備するなど）を
整える

③工程の進み具合を中日程（週次程度）で
管理する基本フォーマットをそろえる

④設計者が業務で必要とする機能を工程管
理に組み込む

──ことが重要である。
なかでも④は最も重要である。なぜなら

ば、プロジェクトの進捗に関心があるプロジ
ェクトリーダーと、メンバーの稼働状況に関
心があるラインマネージャーとでは、管理手
法が提供する機能（アウトプット）に対する
期待が全く異なるためで、現場のニーズに応
えられなければ新しい製品開発工程の管理手
法が活用されることはないからである。

また、週次日程に着目する理由は、日次日
程は細かすぎ、設計者によっては入力作業が
多大な負荷になり、月次日程では粗すぎて問
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題発見が遅れる可能性があるからである。
この仕組みが実行に移されると、今優先す

べき課題が組織内で見える化できるようにな
り、タコツボ化していた組織は全体最適に向
かって第一歩を踏み出せる。

　

（2） グローバル化のための製品開発工程の 
 標準化

次のステップである開発工程の標準化には
３つの目的がある。それには、

①ベストプラクティス（成功事例）を融合
させて製品開発工程の効率や精度を高め
ること

②グローバル化に向けて国内に残す業務・
海外に移す業務の線引きを明確にするこ
と

③開発スケジュールの遅延によって事業チ
ャンスを逃さないよう、計画の信ぴょう
性を正確に評価できる共通軸を整備する
こと

──が挙げられる。
匠化した製品開発業務の利点をすべて否定

するわけではないが、グローバル化や開発の
効率化が事業の成功に不可欠な現状にあっ
て、製品開発工程の標準化はグローバル化を
促進する土台としてやり遂げておく必要があ
る。暗黙知を改善しないままグローバル展開
を進めると、「NRIアンケート調査」の先行
他社が示すように、プロジェクトリーダー人
材の不足と工程管理の難しさが顕在化してく
る。今グローバル化で求められているのは、
プロジェクトリーダー人材を育てることであ
る。製品開発工程を標準化することによって
暗黙知を形式知化すれば、プロジェクトリー
ダー人材は育ちやすい。また、プロジェクト

ごとに開発工程がばらばらでは、その工程管
理は一向に改善されない。製品開発工程の標
準化は、グローバル展開には必須なのである。

（3） 予算管理との連動による経営との 
 整合性向上、リーダー人材の育成

標準化だけでは、グローバル化に必要なプ
ロジェクトリーダー人材の育成や工程管理の
精度向上はまだ進まない。なぜならば、経営
層の業務と整合性が取れていないからであ
る。経営層の業務は、プロジェクトの計画が
正確に履行できるように人・モノを適切に投
入して、それを管理・監視することである。
前述したように、近年、製品開発工程に対し
ては、期間短縮をはじめとした効率化が経営
上の至上命題となり、この領域への経営層の
関心が高い。しかしながら、工程管理の仕組
みがばらばらな場合、プロジェクトが計画ど
おり履行されて製品が完成するかどうか、正
確な事前評価や進捗評価は困難である。

このようなとき手短な解決手段として、プ
ロジェクトを推進する責任者の能力や過去の
実績で是非を判断をするか、評価項目の精緻
化や、デザインレビューと呼ばれる検証の機
会を増やす方向に向かってしまう。これで
は、特定の優秀人材に業務が集中したり管理
を目的とした業務が氾濫したりして、開発現
場はさらに多忙となり、製品開発工程のグロ
ーバル化はますます後退する。

製品開発工程が標準化されれば、プロジェ
クトの事前・進捗評価は精緻化できる。そこ
で製品開発工程の標準化の次は、経営層が重
視する資金の流れ（予算管理）と、現場が重
視する実行状態（計画管理）とを連動させ、
予算管理で立てた計画と実際の人員投入や進
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捗状況を管理する仕組みを構築する。これに
より、リスクの定量化が進み、プロジェクト
リーダー人材の人選の幅が広がり、製品開発
工程の管理指標や仕組みの肥大化を抑制でき
る。

（4） プロジェクトの横断評価による 
 リソースの最適配置

プロジェクトの計画が予定どおり履行でき
るような体制が整えば、最終段階として行わ
れるべき業務改革は、開発部門におけるリソ
ース配分である。計画が確実に履行できる状
況になれば、複数のプロジェクトの計画や進
捗状況を同時に俯瞰できるようになり、経営
層はその状況に応じてリソースを的確に配分
することが可能になる。限られた開発リソー
ス（人、モノ、カネ）を最適に活用するに
は、まず情報を一元化する基盤を整えるこ
と、そして開発工程を標準化して最小の評価
指標でリスクを定量化すること、最後に複数
のプロジェクトを同時に俯瞰できることが不
可欠である。

開発機能のグローバル化が進んでいる日本
の製造業であれば、開発リソースの配分の対
象は国内ばかりでなくグローバル単位とな
り、どの拠点にどのような開発リソースを投
下するのかという判断を経営視点で行うこと
も可能になる。前述した韓国のＢ社は、こう
した判断が可能な基盤がすでに整っている。

Ⅴ 製品開発工程に残された課題

他部門との連携を重視した垂直方向の連携
は、３次元CADを軸としたITツールの導入
と普及によって、課題は残されているものの

着実に進んでいる。また、設計部門内での連
携を重視した水平方向の連携も、まだまだ課
題があるものの、解決の手順は明らかになり
つつある。これら２つは、垂直方向の連携が

「モノ」に視点を当てた業務改革で、水平方
向の連携が「プロセス」に視点を当てた業務
改革といえる。

ただし、残された課題がある。前述のよう
に、製品開発工程とは、漠然としたコンセプ
トを製品へとつくり込むためにトライ＆エラ
ーを繰り返しながら確定していく作業の繰り
返しである。そのため関連する成果物（情報
と文書）が数多く発生する（たとえば、製品
企画段階の構想資料、設計仕様書、基本設
計、詳細設計、評価結果、修正図面、金型図
面など）。そして作業工程上のこれらすべて
の成果物は情報として、製品製造においてコ
アとなるBOM（Bill of Materials：部品表）
に紐づけしなくてはならない。なぜならば、
上述の多様な成果物は、BOMを中心に、開
発から保守までの業務で何度も再利用される
からである。

製品開発工程で今必要とされている課題解
決とは、開発関連のこの膨大な成果物を、
BOMを起点に再整理するメタデータ注4の整
備である。すでに製品開発工程で蓄えられ続
けている成果物を効率よく管理・活用する事
例はまだ少ない。現在はこの領域における情
報検索に関するITイノベーションの出現や
それを活用したIT基盤の整備など新たな業
務改革が起ころうとしている。あらゆる成果
物の一元管理と活用は、業務のさらなる効率
化を生み出すための次に着目される課題解決
であるといえよう。
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製品開発工程の業務改革とは「設計部門」
改革である。業務改革の進む営業部門などの
他の部門に比べると、設計部門は聖域もしく
は匠の領域とされ、効率面ではまだまだ改革
の余地がある。日本の製造業の開発部門を国
内に維持することの本質的な理由が、単に業
務改革に踏み込めないからであるならば、開
発機能のグローバル化は一向に進まないであ
ろう。ITツールに頼るばかりでなく、業務
改革を推し進めることがグローバル化を支え
る。業務改革は年月を要すものである。本質
の解決が業務改革にあるならば、早急な着手
が望まれる。

注
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時太「設計３次元化が製品開発プロセスと成果
に及ぼす影響に関する日本・韓国・中国の比較
調査」『技術マネジメント研究　第８号』横浜国
立 大 学 技 術 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 学 会、2009年
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